
1．．．． 目的目的目的目的     
近年、水結合材比の小さい高強度コンクリートに関する研究が行なわれている。このようなコンクリートは
自己収縮が大きく、それが鋼材などによって拘束されると無視し得ない大きさの自己収縮応力が生じ、コンク
リート構造物のひび割れ性状に影響を及ぼすとされている 1)。そこで本研究では、高強度コンクリートの低収
縮化に有効とされる膨張材 2)を使用し RC部材のひび割れ性能の向上に及ぼす影響を実験的に評価し、自己収
縮がひび割れ性能に及ぼす影響を鉄筋応力の変化量の観点から考察した。 
 

 
2．．．． 実験概要実験概要実験概要実験概要     
普通(N)および低熱ポルトランドセメント(L)をそれぞれ使用し、収縮の低減を図るため混和材料として膨張

材(E)を使用した水結合材比 30％の高強度コンクリートを打設した。膨張材を混和しないもの(NC、LC)、膨張
材(40kg/m3)を混和したもの(NE、LE)の 4種類の配合について試験を行なった。養生は打込み直後から脱型(材
齢 1 日)までは湿潤養生、それ以降は封緘養生で行なった。実験内容は自由収縮ひずみの測定、はり供試体の
主筋ひずみの測定及び静的載荷実験である。図１図１図１図１にはり供試体概要図を示す。なお静的載荷実験におけるひび
割れ幅の測定は、等曲げ区間(800mm)内の主鉄筋高さにコンタクトチップを 20mm間隔に貼り付けフリッツス
テーガー式コンタクトゲージ法にて行い、その実測値をひび割れ幅とした。 
 
3．実験結果．実験結果．実験結果．実験結果     
 
（１）（１）（１）（１）    自由収縮ひずみ自由収縮ひずみ自由収縮ひずみ自由収縮ひずみ     
図図図図 2 に打込み直後からの封緘養生供試体の自由収

縮ひずみを示す。これよりセメントを普通ポルトラ
ンドセメントから低熱ポルトランドセメントに変え
ることによって大幅に自己収縮の低減が可能となる
ことがわかる。またさらに膨張材を混和することに
より、LE は大きく膨張し膨張ひずみが生じ残留し、
NE は初期での自己収縮ひずみを抑制することによ
り NCに比べ約 50%低減したことがわかる。 

 
（２）（２）（２）（２）    はり供試体下縁に働く拘束応力はり供試体下縁に働く拘束応力はり供試体下縁に働く拘束応力はり供試体下縁に働く拘束応力 
図図図図 3 に封緘養生はり供試体下縁に作用する拘束応

力を示す。この拘束応力は、打込み直後からのはり

高強度コンクリートの低収縮化と RC部材のひび割れ性状の向上 
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図図図図 2    自己収縮ひずみの経時変化自己収縮ひずみの経時変化自己収縮ひずみの経時変化自己収縮ひずみの経時変化 
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図図図図 1    はり供試体概要図はり供試体概要図はり供試体概要図はり供試体概要図(単位単位単位単位 mm) 
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図図図図 4    従来法による鉄筋応力の変化量従来法による鉄筋応力の変化量従来法による鉄筋応力の変化量従来法による鉄筋応力の変化量
と平均ひび割れ幅の関係と平均ひび割れ幅の関係と平均ひび割れ幅の関係と平均ひび割れ幅の関係 

供試体の主筋ひずみの測定から求めた。NCは自己収
縮によりはり下縁に載荷前の段階で約 1.2N/mm２の
引張応力が働いている。しかし LC、NE の場合は無
応力状態で､LEの場合は約 1.5N/mm2の圧縮応力が作
用している。このことから低熱ポルトランドセメン
トを使用することによって低収縮化以上の効果を得
ることが可能となることがわかる。 

 
（３）（３）（３）（３）    ひび割れ幅の性状ひび割れ幅の性状ひび割れ幅の性状ひび割れ幅の性状 
従来法による鉄筋応力の変化量と平均ひび割れ幅
の関係を図図図図 4 に示す。ここでいう従来法とは、引張
部コンクリートを無視した 3)もので，つまりコンクリ
ート打込直後から載荷前までの鉄筋の伸縮を無視し、
鉄筋応力の変化量を算出する方法である。図図図図 4 で配
合別の比較をしてみると同じ鉄筋応力の変化量にも
かかわらずひび割れ幅は異なることがわかる。また、そ
のひび割れ幅の大小関係は、自己収縮ひずみの大小関係
と対応する傾向にある。このことから平均ひび割れ幅の
違いは載荷以前に生じるコンクリートの体積変化によ
る鉄筋応力の変化量を無視しているためであると考え
られる。その概念図を図図図図 5に示す。図中において収縮の
ある場合、鉄筋は圧縮された状態から載荷されることに
なる。そのため鉄筋位置のコンクリート応力=0の状態か
ら同外力作用時の鉄筋応力の変化量は体積変化なしの
場合(εs)と比べ収縮がある場合(ε’s)のほうが大きくな
る。 
そこで鉄筋位置のコンクリート応力=0 の状態から考

えた鉄筋応力の変化量とひび割れ幅の関係を図図図図 6 示す。
この図から載荷以前の鉄筋応力を考慮するとひび割れ
幅の配合による違いは小さいとみなせる。このことから
載荷以前の体積変化を考慮した鉄筋応力の変化量で考
えると体積変化の有無に関係なく統一的にひび割れ幅
を評価できることがわかった。 
  
4．結論．結論．結論．結論     
低熱ポルトランドセメントを使用した高強度コンクリ
ートの自己収縮は小さく、さらに膨張材を混和すること
により RC はり下縁に圧縮応力が生じた。低収縮化を図
ったコンクリートを使用した RC はりのひび割れ幅の性
状は低収縮化しないものと比べ、大幅に改善されること
が実証された。また載荷以前の体積変化を考慮した鉄
筋応力の変化量で考えると体積変化の有無に関係なく
統一的にひび割れ幅を評価できることがわかった。 
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図図図図 3    はり下縁の応力の経時変化はり下縁の応力の経時変化はり下縁の応力の経時変化はり下縁の応力の経時変化 
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図図図図 6    鉄筋位置のコンクリート応力鉄筋位置のコンクリート応力鉄筋位置のコンクリート応力鉄筋位置のコンクリート応力=0の状態からの状態からの状態からの状態から
の鉄筋応力の変化量とひび割れ幅の関係の鉄筋応力の変化量とひび割れ幅の関係の鉄筋応力の変化量とひび割れ幅の関係の鉄筋応力の変化量とひび割れ幅の関係 

図図図図 5    体積変化が鉄筋ひずみの変化量に及ぼす影響体積変化が鉄筋ひずみの変化量に及ぼす影響体積変化が鉄筋ひずみの変化量に及ぼす影響体積変化が鉄筋ひずみの変化量に及ぼす影響
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